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インドの構造調整プログラム
ー若干の論点
絵所秀紀
はじめに
1989年１１月に行われた下院選挙でラジーブ･ガンジー(RajibGandhi）
率いる国民会議派は大敗を喫し，ＶＰ・シン（ＶＰ、Singh）を首相とす
る国民戦線政権が誕生した。しかし政権の基盤の弱いシン政権は１年もた
たないうちに総辞職し,90年１１月にはチャンドラ・シェカール(Chandra
Shekar)首相による政権が誕生した｡チャンドラ・シェカール政権はＶ､Ｐ、
シン政権よりもさらに弱小な基盤しかもたず，わずか４カ月で総辞職に追
い込まれ，９１年５月にインドは総選挙へと突入した。また内政と経済が
不安定な９０年８月に湾岸戦争が勃発し，インドの政治経済危機は一挙に
深刻化した。政府推計によると湾岸戦争の影響によってインドが受けた損
失（輸入原油価格の上昇，輸出の減少，中東出稼ぎ労働者からの送金の減
少等）はほぼ29億ドルにのぼる(1)。その結果1991年１月半ばには外貨準
備金はわずか２週間の輸入決済分に相当する１４０億ルピー（約７億ドル）
にまで下落した。インド政府は1991年１月１９日に333.4億ルピー(約１８
億ドル）にのぼるＩＭＦからの輸出変動・偶発保証融資制度（ＣＣＦＦ）借
款導入にこぎつけ，この措置によって外貨準備金は600億ルピーへと増加
し，何とかこの危機を一時的には乗り切ることができた(2)。しかし経済再
建の見通しのたたないうちに，さらに一連の内政の大混乱が生じた。チャ
２ 
ンドラ・シェカール内閣の崩壊にともなう総選挙渦中の５月２１日にラ
ジーブ・ガンジー元首相が暗殺されたのである。
ラジーブ・ガンジー率いる国民会議派だけが安定政権を築くことのでき
る唯一の形態であると多くの人々が判断していた矢先の事件であった。す
でに債務危機に悩まされていたインド経済は，この不幸な事件によって一
挙に不安定のどん底に突き落された。インドの対外債務残高は1991年３
月時点で700億ドルにのぼっており，ブラジルメキシコに次いで世界第
３位の債務国となっていた。ＩＭＦ・世界銀行からの借款導入交渉はすでに
ＶＰ、シン政権当時から行われていたが，ＩＭＦ・世界銀行は借款供与にあ
たって，選挙後の安定政権の樹立を最重要の前提条件の一つとして要求し
ていた。したがってラジーブ暗殺という不幸な事件によってＩＭＦからの
追加融資は困難となり，また毎年６月パリで開催されている援助国会議も，
新政権によって正式の予算案が提出されるまで延期されざるを得なくなっ
た。中心を失った国民会議派は不安定たらざるをえない。インドの将来の
政治経済運営にこれほど大きな衝撃が走ったことはかつてなかった。イン
ドは独立後最悪の政治経済危機を迎えた(3)。
総選挙の結果は同I清票を集めて国民会議派がかなり善戦し，不安定政権
ながらも６月２３日には国民会議派のナラシマ・ラオ(NarashimhaRao）
を首相とする新内閣が発足し，蔵相にはマンモハン・シン（Manmohan
Singh）が任命された。新内閣に与えられた緊急の課題は債務危機対策で
あり，そのために不可欠のＩＭＦからの借款の確保であった。経済再建の
ためにはＩＭＦから５０～７０億ドルにのぼる巨額の構造調整借款が必要で
あると言われている。シン蔵相の下で新内閣は精力的に一連の構造調整プ
ログラムの実行に踏み切った。
本稿の課題はＩＭＦ・世界銀行融資を受ける中で，現在ラオ政権下で実
行に移されつつある構造調整プログラムをめぐるいくつかの重要な論点を
整理し，その成功のための諸条件と今後のインド経済運営の展望を明らか
にすることである。
インドの構造調整プログラムー若干の論点３
以下，第１節ではラオ政権下で明らかにされた構造調整プログラムの内
容を概観する。第２節では１９８０年代のインド経済パフォーマンスと経済
運営の特質を論じる中から，構造調整プログラムが必要とされるに至った
原因を明らかにする。第３節では独立後インド経済の節目となった時期の
経済運営と比較する中から，今回の構造調整プログラムの特質を明らかに
する。比較の対象となる時期は1966年と８１年である。第４節では今回の
構造調整プログラムをめぐるインド国内の主要議論を踏まえて，構造調整
プログラム成功のための諸条件を探る。最後の第５節ではプロナブ・セン
とＳ・チャクラヴァルティの議論を紹介することによって，構造調整プロ
グラムと長期の開発戦略との関係を論じてみたい。
1．開放体制への移行プログラム
ラオ政権が成立するやいなや，マンモハン・シン蔵相は矢継ぎ早に一連
の自由化措置を明らかにした。これまでに明らかにされている改革の主要
内容は次のようなものである(4)。
(1)為替レートの切下げ・貿易自由化・ルピーの－部交換性導入
９１年７月１日と３日の２度にわたって，主要通貨に対してルピー為替
レートが約20％切り下げられた。
また７月４曰には貿易自由化措置１３項目を骨子とする貿易政策が発表
され，その中で輸入補給ライセンス制度の廃止，輸出入票制度の導入，お
よび輸出補助金の廃止が打ち出された。
①輸入補給ライセンス制度（ＲＢＰ:replenishmentlicensesystem）
とは継続的に輸出を行う企業に対して部品や原材料の輸入ライセンス
取得手続きを簡便にするために設けられた制度で，輸出業者は品目別
にＦＯＢ輸出額の５～20％の外貨割当を得ることができるという制度
である。輸入集約度の高い輸出製品ほど高い比率が割り当てられてい
４ 
た。
新貿易政策では，この輸入補給ライセンス制度が廃止されるかわり
に新たに輸出入票（EXIMscrip）制度が導入された。輸出入票制度
とは，輸出品目にかかわりなく一律ＦＯＢ輸出額の３０％にあたる輸出
入票（外貨割当）が配給され，それをもって輸出企業は部品や原材料
の輸入に外貨をあてることができるという制度である。また輸出入票
は市場で自由に売買することができるとされた。
②これまでＦＯＢ価格の５～20％にあたる現金で支給されていた輸出
補助金が廃止された。為替レートの切り下げと輸出補助金の廃止が輸
出業者に与える影響は相殺的であり，これらはワンセットの措置と考
えることができる。
③資本財輸入規制が緩和され，合弁企業の場合，出資金の範囲内であ
れば資本財輸入が自動認可されることになった。さらに９２年４月以
降は，設備投資総額の２５％以内あるいは2,000万ルピー以内であれ
ば資本財輸入が自動承認されることになった。
④一連の重要物資（食料品，鉱物，肥料等）の輸出入は特定の政府公
認の貿易公社を窓口にしてのみ独占的に行われている。このシステム
はキャナライゼーション(canalization)と呼ばれているが，このキャ
ナライズされる対象品目が削減された。輸入については２０品目，輸
出については１６品目が対象外とされた。
１０月に入ると貿易自由化政策を補完する措置が明らかにされた。２４日
には輸出強化品目の関税払い戻し率が引き上げられた。３０日には，原材
料,組立品,部品,消費財,資本財の輸入に伴う「実使用者」（actualuser）
条件が廃止された。この結果今後製造業者および輸出業者は約3,770品目
を自由に輸入できることになった。
ところが多くの品目がＯＧＬ品目（輸入自由化品目）に移された結果，
輸出入票のプレミアムが大きく下落した。輸出入票はＦＯＢ輸出価格の３０
％にあたる輸入外貨割当に相当するものとされたが，その後プレミアムは
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実際には１０％近くにまで下落してしまった。
９２年２月２９日に発表された９２年度予算案では，事態はさらに進展し
た。貿易，送金を含む経常取引の６０％までのルピー為替取引が自由化さ
れ，３月１日から実行に移された。つまり市場の需給に委ねられることに
なった。残りの４０％は従来通りインド準備銀行（ＲＢＩ）の公式レートで
交換される。公式レートで交換されるのは特定の優先輸入品および取引に
関するものであるが，この中には，（a)大蔵省経済局によって承認された政
府各省庁の必需品，および原油，ディーゼル，ケロシン，肥料，（b)1992年
２月２９日時点で未利用の輸出入票による輸入，（c)人命にかかわる医薬品
および医療機器，である。二重為替レート制度の導入であるが，実質的に
は為替レートの切下げを意味している。この措置を発表するにあたって，
シン蔵相は自由市場での為替レートには１５％のプレミアムがつくとの見
通しを明らかにした。公式レートはこの時点でＵＳ＄１＝Ｒｓ２６で取引さ
れているので，自由市場レートはＵＳ＄＝Ｒｓ８０程度になるものと見込ま
れている。そしてこれ以上ルピーの価値が下落する場合にはＲＢＩが介入
するものとされた。またルピーの部分的交換性回復に伴って輸出入票は廃
止されることになった。
(2)財政赤字の削減：９１年度予算案と９２年度予算案
９１年７月２４日に９１年度予算案が発表された。先にＶＰ、シン内閣下
の３月３日に４月～７月の４カ月をカヴァーする暫定予算が提出されてい
たが，７月になってようやく本予算案が提出された。ＩＭＦは１月にスタ
ンド・パイ・クレジットを供与した際に，インド政府に対して財政赤字を
ＧＤＰの６５％にまで削減するよう要求しており，予算策定にあたっては
この基準が満たされる必要があった。
９１年度末の財政赤字は4,300億ルピー（ＧＤＰの8.4％）と推計され，
ＩＭＦが要求する水準を達成するためには，かなり大胆な歳出削減と歳入
増加が必要であった。耐久消費財・タバコに対する一般消費税の引き上げ
６ 
と法人税の５％引き上げによって２６１７億ルピーの純増税が提案された。
また石油・石油製品価格が引き上げられた。さらに砂糖補助金の廃止と肥
料補助金の削減（肥料価格の値上げ）が提案された。ただし食糧補助金は
逆に引き上げられた。その他の提案として国防費の抑制と特定公企業の政
府所有株式の２０％放出案が注目される。この結果中央銀行から中央政府
への融資額は771.9億ルピーと推計され，財政赤字はＧＤＰの8.4％か
ら6.5％に縮小するとされた。
マンモハン・シン蔵相は予算案を説明するにあたって，（a)人間の顔をし
た調整（すなわち貧困層に対する配慮)，（b)経済成長を促進する予算，（c）
インフレ的ではない予算の３点を強調し，また実質成長率４％，インフレ
率９％が見込まれること，農業を基礎にした開発を推進すること，「成長
指向調整であって，デフレ的調整ではない」ことを強調した。
シン蔵相の予測はかなわず，９１年度のＧＤＰ成長率は2.5％，工業生産
はマイナス成長，年間インフレ率は１１．８％となった。しかし財政赤字を
ＧＤＰの６５％に抑制するという目標は達成された。９２年２月２９日に提
出された９２年度予算案では，ひきつづき財政赤字をＧＤＰの５％にまで
抑制するという目標が明らかにされた。歳出面では計画支出，非計画支出
ともに相当抑制され，実質値ではほとんどゼロ成長となった。税制改定の
要点は，間接税の分野では物品税が引き上げられる一方，関税が引き下げ
られた（基礎関税プラス補助関税の上限が150％から110％へと引き下げ
られた)。また直接税の分野では法人税は据置かれ，所得税は引き上げら
れた。また公企業の自己資金調達の見込みが大幅に引き上げられた。
９２年度予算案では，資本発行に対する政府規制の廃止，投資信託に対
する所得税控除，転換社債からの所得と資本利得に対する課税控除，海外
投資家向けに発行された株式に対する１０％の優遇課税措置，資本市場へ
の外国投資家の選択的参入許可，株式および証券に対する富裕税の廃止と
いった一連の自由化措置が打ち出された。また金輸入が－部解禁されるこ
とにもなった。
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(3)緊縮的金融措置の継続
利子率の引き上げ措置が相継いで明らかにされた。新貿易政策の発表と
ともに９１年７月に公定歩合と各種利子率が1％引き上げられた。つづく
１０月にもさらに公定歩合が１％引き｣こげられて１２％になった。また
これに伴って各種利子率も一律1.5％引き上げられた。９２年度予算案
の中でも銀行利子率の下限を１％引き上げる措置が明らかにされた。
(4)産業政策の画期的な自由化
９１年度予算案と同日に発表された産業政策には，まことに画期的な自
由化措置が盛り込まれた。
①３４業種で外資の５１％までの出資比率が自動認可されることになっ
た。この措置によって長い間外国為替規制法（ＦＥＲＡ）の下で実施
されてきた外資出資認可比率40％の上限（ただし先端技術の場合の
上限は７４％）がついに廃止された。また外資出資は技術移転を必ず
しも伴う必要はない，技術提携契約は一定の要件を満たす場合には自
動承認する，５年間で90％の国産化義務を規程していた段階的国産化
プログラム（PhasedManufacturingProgram）を廃止する等の
措置も明らかにされた。
②独占・制限的取引慣行法（ＭＲＴＰＡｃｔ）適用企業の資産上限が廃
止された。これまで資産規模10億ルピー以上の大企業あるいは国内市
場の１/３以上を支配している寡占企業にたいしては,生産規模の拡大，
新規企業の設立，他企業の吸収・合併に関しては，産業ライセンスと
は別に事前に許可を取得することが義務づけられていたが，この事前
許可が不要とされた。
③国家安全保障にかかわる産業，戦略的重要産業，著侈品産業など
１８業種を除いて産業ライセンス制・登録制が廃止された。
④1956年の産業政策声明でＡ計画産業（もっぱら公企業によって担
８ 
当される産業分野）に割り当てられた９業種が民間企業に開放される
ことになった。この結果「国家がもっぱら責任を負う」Ａ計画産業
は17業種から８業種へと縮小した。
⑤その他に，工業立地政策の規制緩和，転換条項の廃止，外国資本に
よって外貨必要額が満たされている場合の資本財輸入の自動許可，等
の措置も盛り込まれた。転換条項（ConvertibilityClause）とは政
府系金融機関による民間企業にたいする貸付金を，金融機関が必要と
認める場合には一定期間後に株式に転換できるというもので，1971年
に導入された措置である。民間企業にたいする規制の強化を目的とし
たものであったが，この措置が廃止された。
(5)公企業改革と民営化
赤字公企業の閉鎖案および収益のある公企業の株式放出案（いわゆる民
営化案）がアジェンダとしてとりあげられた。赤字公企業の閉鎖案のほう
は，どの企業を閉鎖対象とするのかという点でなお議論が続いている。一
方収益のある公企業の株式放出案のほうは,投資信託基金(MutualFund）
への株式売却という形をとって進められている。
(6)金融改革
９１年８月にインド政府はＲＢＩ元総裁のナラシマム(Ｍ・Narashimham）
を委員長とする金融制度改革委員会を設置し，その報告が同年１２月１７日
に下院に提出された。委員会勧告の内容は多岐にわたるが，銀行準備金積
立て比率（現金準備比率および法定流動性比率）の引き下げ，銀行に対す
る政府規制の緩和，民間銀行の参入規制の廃止，銀行の支店設立規制の廃
止，外国銀行の支店設立の自由化等が主要内容である。ただしインドで
は大半の商業銀行は国有化されているが,その民営化は勧告されなかった。
上記の一連の改革措置はなお改革の余地をかなり残しているとはいえ，
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ネルー首相時代に原型が形成され，６９年～73年にかけてのインデイラ・
ガンジー首相時代に強化・変形された統制主義的経済システムからの決別
を象徴する動きである。
インディラ・ガンジー暗殺後ただちに政権を引き継いだラジーブ・ガン
ジーは自由化をさらに押し進めた。「コンピューター・ボーイ」と呼ばれ
たラジーブ政権の目玉は民生用電子産業における近代化の推進であった。
彼はこの分野での外国技術の移転を進めるべく外資導入の許可に踏み切っ
た。同時に電子製品を中心とする輸入製品の大幅な自由化を断行した。産
業政策の分野でも様々な規制緩和措置が打ち出された。インド史上かって
ない自由化の推進である。しかしそれにもかかわらずこれらの「大胆な」
諸措置も開発戦略としてのインド・モデルの原理的放棄を意図したもので
はなく，その範囲内での一定の弾力化を図ったものであった。ラジーブ政
権下においてすらライセンス発給による産業規制を定めた1951年の産業
(開発・規制）法，公企業と民間企業それぞれの参入しうる産業分野を定
めた1956年の産業政策決議，1970年に制定された独占・制限的取引慣行
法，1973年に改正された外国為替規制法の原理は根本的な改正を受ける
ことなく有効でありつづけ，民間企業に対するライセンス制度による経済
運営システムは踏襲されつづけた(5)。
ところがラオ政権下でインドはついに外資に対して本格的に門戸を開放
する一歩を踏み出した。また長い間財政赤字の主要原因として見なされな
がらも既得権益の壁にはばまれて実行できなかった輸出補助金の廃止と肥
料補助金の削減がともかくも実行プログラムにのぼったのである(6)。
2.1980年代の経済パフォーマンスと経済運営の特質
本節ではラオ政権の下で構造調整プログラムの実行が余儀なくされるに
至った原因と背景を探る。独立後の長期的な視野から眺めると，８０年代
のインド経済は異常なまでに膨張したことがよくわかる。また昨今のマク
１０ 
ロ経済不均衡拡大の原因は８０年代に入っての とりわけラジーブ・ガ
ンジー政権下で加速された－「経済自由化」政策の採用とその下での経
済パフォーマンスの特殊性にあったという事実が明らかになろう。
（１）経済成長率
1980年代のインドの成長率は，独立後の長期的成長率である3.5％－
この率は自廟気味に“HinduRateofGrowth”と呼ばれている－を
大きく越えた。第６次計画期（80年度～84年度)(7)の年平均成長率は５．５
％を，また第７次計画期（85年度～89年度）のそれも5.6％を記録した。
いずれもそれぞれの時期の目標成長率である5.2％と５％を越えた。５％
台の成長率は，東アジア・東南アジアのＮＩＥＳ・準ＮＩＥＳあるいは中国と
lJIJil1lii ，｜｜｜ 識職ＩＭＭ Ⅳ ％川 Ｉ ノ八５ ,MIjlL ０ 
9５ 955 960 1９６５ 970 975 980 985 990 
実質ＧＮＰの成長率（％）図１
インドの構造調整プログラムー若干の論点 11 
燐ｉＡ ＩＡＩハハ
Ａ 
ハ
ルへ
船
Ⅲ
ｌ 
ハ 腋貝ｌ１ｕ Ⅲ 鱒Ｉ ｌ‐Ｉ 〃Ｈ 
ｌｌ 
１
１
 ivll ０ Ｖ ⅢＭＶ１ '１ １１ Ｖ lｌ ｌｌ ｌｌ ｌｌ 
ｌｌ 
工業生朧
ＧＮＰ 
農業生産
０ 
出所：ＧＯＩ，ECOﾉﾉo"7/〔ＰＳ!〃ｚｊｅｌ１－ 
（各年）より作成
1９７０ １９７５１９８０１９８５ 
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比較すると見劣りのするものの，ラテン・アメリカやアフリカの諸国のそ
れと比較するとかなり目ざましいパフォーマンスである。独立後インドは
1957年，６５年，７４年，７９年と６～8年間隔で四度のマイナス成長を経験
してきた。しかし８０年度以降は－依然として激しい変動を繰り返しな
がらも￣１１年間にわたってプラスの成長率を記録しつづけている。イ
ンド経済は７０年代に至るまでの慢性的な停滞構造から抜け出し，新たな
発展局面に進んだと判断できる（図１参照)。のみならず80年代後半にな
ると工業生産の成長率が農業生産の成長率から独立して動くようになった
様子がはっきりとうかがわれる。その結果ＧＮＰの成長率も農業生産成長
率の影響から相対的に自立するようになった（図２参照)(8)。
1２ 
(2)貯蓄・投資ギャップ
「農業生産の動向から相対的に自立した高度成長」を可能にした最大の
要因は，８０年代に入って加速した経済自由化政策の遂行である。しかし
自由化政策によってもたらされた高成長は同時にマクロ経済上の深刻な問
題をも生み出した。財政赤字と国際収支赤字が急速に膨張し，政府の対内
的・対外的債務が累積し高インフレーションと外貨準備の逼迫が顕在化
した。インド政府は，ラオ政権下において，遂にＩＭＦ・世界銀行からの
緊急借款に依存しながら経済安定化と構造調整プログラムの実行に踏み切
らざるをえなくなった。しかし成長率の動向から見る限り，６５～66年，
73～74年，７９～80年に見られた「経済危機（マイナス成長)→国際機関か
らの緊急援助への依存→経済改革（経済自由化)」という過去の定型化さ
れたパターンは今回の場合には妥当しない。「(現在の）危機はインドの危
機またインド民衆の危機ではない。それは国家の財政危機あるいは国家の
道具であるインド政府の危機である｣(9)という評価にも一定の真実があ
る。いずれにしてもかつての経験とは異質な問題が生じたのだと判断でき
る。
そこでマクロ・バランスをあらわす貯蓄と投資の動向を見てみよう（図
３)。以下の諸点を読み取ることができる。
①独立後，５２～53年度と７５～77年度を除くと，いずれの時期も投資
率が国内貯蓄率を上回り，慢性的な総供給不足状態に陥っている。
②貯蓄率は78年度の23.2％をピークとしてその後年々低落し，８４年
度には18.2％にまで落ち込んだ。その後80年代後半には若干持ち直
し８９年度には21.7％になったが，いずれにしても６８～78年度の期
間にかけて見られた貯蓄率の急上昇傾向（12.8％から23.2％へ）が頭
打ちになり，低迷を続けていることにかわりはない。
③投資率は７８年度の23.3％をピークとしてその後低迷していたが，
８８年度以降は再び上昇し，８９年度にはかってない２４１％の高水準に
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図３貯蓄率と投資率の推移（ＧＤＰ比，％）
1989 
まで達した。
④民間部門の貯蓄率は独立後かなり急速な上昇傾向を辿ってきたが，
７８年度に18.5％のピークに達したのち８６年度まで下落・低迷した。
しかし８７年度以降は再び大きく上昇し，８９年度には19.9％とかつて
ない高水準に達した｡一方,投資率は独立後ゆるやかな上昇傾向を辿っ
ており，８０年代に入ってもこの傾向に大きな変化は見られない。し
かし８０年代に入ると，８１年度に14.5％とピークを見た後に変動幅が
それ以前よりも大きくなっている。８０年代の民間部門における黒字
ギャップ拡大の主要因は投資率の減少ではなく，貯蓄率の増加である。
⑤公共部門の貯蓄率は低迷を続けてきたが，７４～８３年度の１０年間に
かけては３％を越え，相対的に良好なパフォーマンスが見られる。し
かし８２年度以降は低落傾向を辿り，８９年度には1.7％にまで落ち込
んだ。一方投資率の動向を見ると，特徴ある３つの時期が浮かび上が
1４ 
る。第１期は５０～65年度であり，急速な公共投資拡大期である。第
２期は６６～７４年度であり，公共投資の低迷期である。第３期は
７５年度以降の時期であり，激しい変動を繰り返しながらも公共
投資拡張傾向が見られる時期である。８０年代の公共部門におけ
る赤字ギャップ拡大の主要原因は投資率の増加ではなく，貯蓄
率の減少である。
図４は貯蓄・投資ギャップ（貯蓄マイナス投資）の動向を見たものであ
るが，この図からマクロ経済不均衡の主原因が浮かび上がってくる。
①民間部門は５１年度を唯一の例外として常に貯蓄率が投資率を上
回ってきた。一方，公共部門は逆に常に投資率が貯蓄率を大きく上
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図４貯蓄・投資ギャップ（貯蓄マイナス投資）の推移（ＧＤＰ比，％）
インドの構造調整プログラムー若干の論点１５
回ってきた。民間部門（家計部門と民間法人部門から成るが，主要な
貯蓄主体は家計部門である）は貯蓄過剰部門であり，一方，公共部門
は投資過剰部門であり，民間の過剰資金が常に公共部門の資金不足を
まかなってきた。
②７７年度のＧＤＰの1.6％に達する貯蓄過剰状態をピークとしてその
後は貯蓄率よりも投資率のほうが大きくなり，貯蓄・投資ギャプは拡
大をつづけている。とくに８０年代後半からＧＤＰの２％を越える
ギャップが持続しているが，こうした状態の持続はかつての５６～６７
年度に匹敵しうるものである。投資率が国内貯蓄率を越えるというこ
とは，総需要が総供給を上回っているということを意味するわけであ
るから，総需要の過多状態あるいは総供給の不足状態が生じているこ
とになる。
つまり８０年代の経済危機とはなによりもまずマクロ経済不均衡の
危機であり，成長率の危機ではない。８０年代における社会全体の貯
蓄・投資ギャップ拡大の主原因は公共部門におけるかつてない赤字
ギャップの拡大である。
③８０年代の高成長は公共部門投資に大きく依存しつつ，達成された
ものである。公共投資主導成長という発展パターンは第二次五ヵ年計
画期から第三次五ヵ年計画期にかけての５５～65年度にも見られたも
のであるが，ＧＤＰの５％を越える公共部門の赤字ギャップの大きさ
はかってないものである。
(3)貯蓄・投資バランスと経常収支
マクロ・バランスを検討する際には，－国内の需給均衡がどうなってい
るかだけでなく，対外的な均衡という観点も重要である。アブソープショ
ン・アプローチとして良く知られているように，貯蓄・投資と経常収支と
の間には（１）式のような関係が事後的に成り立つ。
Ｓ－Ｉ＝Ｘ－Ｍ……………………………………………（１） 
1６ 
Ｓは貯蓄，Ｉは投資，Ｘは財とサービスの輸出十要素所得の受取，Ｍは
財とサービスの輸入十要素所得の支払い,をそれぞれあらわす。（Ｘ－Ｍ）
は経常海外余剰であり，経常収支にほぼ等しい（厳密には経常収支に含ま
れている移転収支が経常海外余剰には含まれていない)。図５はそれぞれ
ＧＤＰ比であらわした貯蓄・投資ギャップ（S-Dと経常収支のトレンド
を描いたものである。長期にわたって比較できる経常収支の統計が不備で
あるため，図５にはさらに貿易収支赤字のトレンドも書き加えてある。８２
年度以降の貯蓄・投資ギャップと経常収支赤字がほぼ一致していることが
明らかになろう。貯蓄・投資ギャップと経常収支赤字とがほぼ等しいとい
うことを前提にすると，貯蓄。投資ギャップと貿易赤字ギャップの差は要
素所得のバランス（いわゆる「見えざる貿易｣）をあらわしていることに
なる。見えざる貿易は８０年度をピークとして74～86年度にかけて大きく
プラスの値をとっているが，これは海外からの送金の大きさを反映したも
のである。
ところで貯蓄・投資を民間部門のそれと公共部門のそれに分解すると，
(％） 
５ 
４ 
３ 
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図５経常収支赤字，貿易収支赤字，貯蓄・投資ギャップ
の推移（ＧＤＰ比，％）
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（１）式は次のように書き直すことができる。
（Sp-Ip)＋(SG-IG)＝Ｘ~Ｍ………………………………（２） 
それぞれ，Ｓｐは民間部門貯蓄，Ｉｐは民間部門投資，Ｓｃは公共部門貯蓄，
ＩＣは公共部門投資，をあらわす。８０年代のインドの状況を仮設的な数値
をあてはめて考えてみると,それぞれＧＤＰ比で,(Sp-4)＝５％,(Sc-Ic）
＝－７％，（Ｘ－Ｍ)＝－２％，といったところであろう。もっとも上記の式
は事後的に成り立つ恒等式であって，民間部門の貯蓄・投資ギャップ，公
共部門の貯蓄・投資ギャップ，経常収支ギャップという３つのギャップを
決定する経済メカニズムがどうなっているのかを示すものではない。諸変
数の因果連関は諸経済主体の行動様式や様々な政策によって決定されるか
らである('0)。
しかし上記の式は現実の事態がどうなっているかを端的にあらわしてい
るだけでなく，すでに述べたように経常収支赤字の原因が公共部門の貯
蓄・投資ギャップ（すなわち投資超過あるいは貯蓄不足）の拡大にあるこ
とは明らかである。
(4)公共部門の赤字と中央政府の財政不均衡
公共部門の貯蓄・投資ギャップと財政バランスとの関係はどうなってい
るのであろうか？
中央政府の予算案は経常勘定と資本勘定から成り立っているが，中央政
府会計に関する赤字の概念として以下の４つの概念が発表されている。
①経常赤字＝経常勘定歳出一経常勘定歳入
②予算赤字＝総歳出一総歳入＝(経常勘定歳出十資本勘定支出)－
（経常勘定歳入十資本勘定受取）
③赤字金融＝RBIの対政府信用の純増加額＝ＲＢＩによるＴＢおよ
びその他政府証券保有高の純増一ＲＢＩに対する政府預金の増加額
④粗財政赤字＝総歳出一(経常勘定歳入十貸付金返済収入十資産売
却収入）
1８ 
①の経常赤字（RDrevenuedeficit）は経常勘定の赤字をあらわすも
のである。
②の予算赤字（ＢＤ:budgetarydeficit）は当会計年度期間にＴＢ（短
期大蔵省証）の売却（純）によって資金融通された政府支出額をあらわす
ものである。注意を要することは，誰がＴＢを購入するかには関係ないと
いう点である。
③の赤字金融（ＤＦ:deficitfinancing）は中央銀行であるインド準備
銀行（RBI）のＴＢおよびその他政府証券の純増加額マイナスRBIに対
する政府預金の増加額をあらわすものである。『経済白書（Economic
Survey)」では「貨幣化された赤字（monetiseddeficit)」と呼ばれてい
る。いわば生産の裏付けのない貨幣供給であり，財政インフレの原因と見
なすことができるものである。
④の粗財政赤字（ＦＤ:grossfiscaldeficit）は非政府部門に対する中
央政府の粗債務の増加分をあらわすものである。
図６は1980年代における，政府部門の赤字をあらわすこれらの様々な
数値と公共部門の貯蓄･投資ギャップとを示したものである(すべてＧＤＰ
比)。
①経常赤字は８２年度以降増加傾向を辿っているが，８６～89年度はほ
ぼ横ばいであり，９０年度には再度顕著に増加し，ＧＤＰの3.4％にま
で達している。
②予算赤字は８０～83年度にかけて減少，８４～86年度にかけて急増加
し，８６年度にはＧＤＰの２８％とピークに達した。その後８７年度以
降は減少と増加を繰り返している。
③赤字金融は８０～88年度のかけてはほぼ横ばいであったが，８９年度
以降に急増加し，９０年度にはＧＤＰの3.7％にまで達した。
④粗財政赤字は８１年度には下落したものの，８２～86年度にかけて急
増加し８６年度にはＧＤＰの９％とピークに達した。その後87～88年
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図６政府部門の赤字（ＧＤＰﾋﾋ，％）
度と減少したものの,89～90年度と再び増加傾向を辿り，９０年度には
8.4％になった。
公共部門全体の貯蓄・投資ギャップと最も近い動きを示しているもの
は，当然のことながら粗財政赤字である。両概念の間には次式のような関
係がある(１１)。
（IC-Sc)＝中央政府の粗財政赤字十貸付金返済収入十公企業の株式売却
収入十国債および公企業債売却収入十海外からの借り入れ＋州政府の市場
借り入れ＋その他（＝公企業によって調達された預金および公企業間の資
金移転等）
借款供与にあたってインド政府に課したコンディショナリティの一環と
2０ 
してＩＭＦがとりわけ重視した指標は，粗財政赤字の削減である。ＩＭＦ
のコンデイショナリティに呼応する形で，『1991年度経済白書』も「マク
ロ経済レヴェルでは，財政赤字は不可避的に国際収支問題に波及し，イン
フレ圧力を生み出す。したがって財政不均衡の是正は政府にとって緊急の
課題である｣('2)と財政赤字の削減を重視している。
マクロ不均衡の根本原因が財政赤字の膨張にあるとするＩＭＦ・インド
政府の考え方に対して，ラクシットは実証的・理論的批判を加えてい
る('3)。ラクシットは，はたして財政赤字がインフレと国際収支赤字の原
因であるのかという観点から1980年代における財政赤字とインフレ率，
貿易赤字，経常収支赤字との相関関係を検討した。ラクシットは財政赤字
の代わりに「公共部門借り入れ（publicsectorborrowing)」の数値を
採用している。「公共部門借り入れ」という概念は財政赤字よりも広い概
念で，中央政府，州政府，中央政府直轄領，公共部門企業の純借り入れ額
(すなわち公共部門相互の借款を除いたもの）をあらわすものである（表
１参照)。
その結果，公共部門借り入れとインフレ率，貿易赤字，経常収支赤字と
表１公共部門借り入れ，貿易赤字，経常収支赤字，インフレ率
経常収支赤公共部門借り入れ インフレ率
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注：インフレ率を除いて，すべてＧＤＰ比
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の相関は，それぞれインフレ率の場合は相関関係ほとんどなし，貿易赤字
の場合は負の相関，経常収支赤字の場合は正の相関であるが，後２者の場
合も決定係数は０．３３，０３７と高くないと論じている。そこでラクシット
は公共部門借り入れ（あるいは財政赤字）の代わりに公共部門の貯蓄・投
資ギャップと貿易赤字およびインフレ率との相関を検討している。が，こ
こでも結果は同じで，公共部門の投資・貯蓄ギャップと貿易赤字あるいは
インフレ率との相関はほとんどなかった，と論じている(川)。
上記の結果は当然といえば当然である。財政赤字，公共部門借り入れあ
るいは公共部門の貯蓄・投資ギャップは社会全体の貯蓄・投資ギャップの
一部にすぎないためである。先の（２）式のマクロ・バランス式によって良
く知られているように，総需要と経常収支あるいは貿易収支とにかかわっ
てくるのは社会全体の貯蓄・投資ギャップである。
いずれにしても財政赤字の削減を目標に設定することには次の２点の疑
問が残る。
第１は，図６から明らかなように粗財政赤字は９０年度の8.4％に達す
る以前に，８５～87年度にかけても８％の水準を越えており，とりわけ８６
年度には９％を記録しているという事実である。マクロ経済不均衡の最大
の原因が粗財政赤字の膨張であるとするならば，すでに８０年代央時点で
インド政府は構造調整プログラムに着手しなければならなかった。
第２は，インフレ圧力の解消が課題であるならば，ターゲットは財政赤
字の削減にではなく，何よりもまず赤字金融の削減に置かれるべきである。
財政赤字が累積した結果，８０年代に入り中央政府部門の債務残高は急
速な膨張傾向を辿った｡その大半は国内債務の膨張であり,対外債務はマー
ジナルな規模にとどまっている（図７参照)。
図８はＧＤＰ比での債務残高の推移を見たものである。７５年度以降債
務残高が急上昇している様子が伺われる。とくに８４年度以降の伸びは大
きく，８９年度以降債務残高はＧＤＰの６０％を越えるに至った。ただし対
外債務残高はＧＤＰ比で見ると７０年代から８０年代にかけて着実に減少傾
2２ 
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図７中央政府の債務残高（単位：１，０００万ルピー）
向を辿っている点は注目すべきである。７０年度には16.1％あった対外債
務残高は９１年度には6.1％にまで減少した。
(5)対外債務と国際収支
貿易政策の自由化によって輸出は大幅に伸びたが，輸入も大幅に伸びた
(図９)。その原因は８０年代にはいってからの輸入依存度の急上昇である。
その結果貿易赤字が拡大し(図10)，外貨準備はみるみる間に減少した（図
11)。
輸入勘定のうち最も急速に増大したのは資本財である。８０年度の１９１
億ルピーから８９年度には883.1億ルピーにまで急増した('5)。
インドの構造調整プログラムー若干の論点 2３ 
憤務残高合計/ＧＤＰ１０
 
％
６
 
１
 
国内債務/GＤＰ
5０ 
4０ 
3０ 
2０ 
1０ 
対外伎務/GＤＰ
出所：図７に同じ
０ 
1９７０１９８０１９９０ 
図８中央政府債務残高の推移（ＧＤＰ比，％）
こうした指標から判断すると，８０年代の耐久消費財主導成長は政府支
出の拡大と資本財輸入の増加および対外商業借款の増加に依存した成長で
あり，その結果として財政赤字と国際収支赤字の拡大がもたらされたのだ
と言えよう。
表２はインドの対外債務（中長期）の構成および債務返済額を示したも
のである。これは政府勘定および非政府勘定への外国援助，外国商業借
款，ＩＭＦからの借り入れから成るが，９０年度末（９１年３月３１日時点）
には１兆４２億5,000万ルピー（511億ドル)，ＧＤＰ比で19％にまで増加
した｡非居住インド人(ＮＲＩ)預金を勘定に入れると対外債務は１兆2,120
億ルピー（617億ドル)，ＧＤＰ比で２３％にまでなる。これに短期の対外
債務を加えると，インドの対外債務総額は１兆3,070億ルピー（665億ド
ル)，ＧＤＰ比で２５％にまで達することになる（ＧＯＩ,ＥＣＯ"omjcStLrue3ノ
2４ 
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表２インドの対外債務（中長期）
(単位：1,000万ルピー）
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図１１外貨準備金の推移（各年度末，単位：１，COO万ノレピー）
1991-92,ｐ､７８)。
中長期の対外債務総額に占める商業借款の比率は８９年度末にピークに
達し，全体の27.5％にまで高まった様子が伺われる。また債務返済額は
85-86年度末の３１９億ルピーから９０年度末には969億ルピーへと膨れあ
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図１２卸売物価}旨数の動向
がったが，対外債務返済比率（商品およびサービス輸出に対する元本およ
び利子返済額の比率）は８７年度末に23.5％とピークに達し，９０年度末に
は21.3％にまで若干減少した（j6id.，ｐ７９)。
(6)物価
図１２は1965年～89年の卸売物価指数の動向を見たものである。基準
年次が変わるたびに上昇率にかなりの変化が見られるが，７４年～78年の
物価安定期を例外として，相当の上昇率が確認される。独立後今日に至る
まで最悪のインフレを経験したのは７２～74年にかけての時期であり，つ
いで79～81年にかけての時期である(16)。８０年代に入ってからは年間のイ
ンフレ率はこれらの時期ほどではないが，毎年継続的に上昇しつづけてい
ることは新しいトレンドである。
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もつとも他の発展途上国と比較すると依然としてインドは「どの基準を
とってみても低インフレ国」であり，その理由は「謎」である(１７)。ラ米
経済研究で知られるランス・テーラーは「需要の成長を抑制せざるをえな
いインドのクリティカルなインフレ率は１０％｣('８１であることに注意を向
け，また佐藤宏も二桁インフレが「政権の危機や交替と重なり合わざって
きた｣('9)ことに着目している。
(7)工業成長率と雇用増加率
第６次計画期，第７次計画期の工業成長率はそれぞれ年率で７．０％，８．５
％であったが,工業部門の高成長を牽引したのは資本財と四輪車,二輪車，
およびテレビやパソコンといった民生用電子機器（いわゆる耐久消費財）
生産の顕著な伸びである（図１３)。これらの耐久消費財はほとんどが国内
市場向けである。
他方，組織部門の雇用増加率は鉱業と建設業を除くすべての産業で低下
傾向をたどった。７２年度～77年度の雇用増加率は年平均2.82％であった
が，７７年度～83年には2.22％に，８３年～87年には155％へと低落した
(ＲＢＩ［1990］Chapter4)。
ケルカールニクマールは詳細な実証研究に基づいて，８０年代の工業成長
の特徴を次の３点にまとめている（Kelkar＆Kumar[1990])。
①８０年代にインドの工業成長率が加速したことは疑う余地がない。
この成長率は従来最も成長率が高かった50年代後半から６０年代初期
にかけてのそれよりも高かった。つまり７０年代の停滞的な工業生産
トレンドからの逆転が生じたのである。
②工業部門の主要な成長決定要因は根本的に変わった。８０年代の工
業成長の加速化は化学，石油化学および化学関連工業であった。とり
わけ現在の成長を担っている中核分野は人造繊維，下流の石油化学製
品，プラスチック，非有機化学等である。これは金属基盤工業と機械
建設に依存していた「マハラノピス時期」（1950年代後半～60年代前
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図１３工業生産指数：利用別区分（1980＝100）
半）からの決別を意味するものである。
③1955～65年の投資主導成長は８０年代の消費主導成長とは激しいコ
ントラストをなしている。７０年代後半に至るまで消費財部門は成長
が最も緩慢な部門であった。この傾向は80年代には全く変わってし
まった。８０年代では最も成長が急速であったのは耐久消費財であり，
これらの財に対する有効需要はかなり限られた社会層から派生してい
る。この耐久消費財主導成長は最も輸入性向が高い工業分野でもあ
る。
続いてこうした工業成長の特徴あるいは工業構造の変化のインプリケー
ションとして以下の６点が指摘されている。
①金属基盤工業の相対的に貧困なパフォーマンスは工業経済の地域的
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不均衡を一層拡大した。
②工業生産の成長率が増加したにもかかわらず工業部門の雇用は停滞
した。
③近代技術的性格を体化した数多くの消費財が国内市場に溢れ出た。
消費の近代化と拡大はマクロ経済政策によっても促進された。財政赤
字と対外勘定の赤字がマクロ政策の主要な要素であった。これは国民
経済を強化するためには遥かに必要な生産構造の近代化を犠牲にした
ものであったかも知れない。
④耐久消費財の成長とコンシューマリズムに伴う需要の増加は家計部
門の貯蓄に悪影響を与えた。家計部門の貯蓄は80年代に停滞した。
⑤資本財および中間財に対する国内需要を満たす自給率が低下した。自
給率の低下は資本財および中間財の相対価格が上昇した結果でもある。
⑥化学製品はその他の工業製品と比較して，輸出競争力において劣
る。
(8)マクロ経済運営方式の変質
以上の検討から明らかなように８０年代一とりわけ８０年代後半一の
インド経済は拡大不均衡のプロセスを辿ってきた。この時期に経済規模は
それまでとは比較にならないほど大きく膨張した。７０年代に至るまでの
インドのマクロ経済運営は「保守的かつ慎重」を旨とし，また「劇的な危
機の欠如」によって特徴づけられるとされてきたが(20)，ラジーブ・ガン
ジー政権下においてはこうした伝統的なマクロ経済運営方式は踏襲される
ことなく，インドのマクロ経済運営方式は大きく変質した。とりわけ逆説
的に見えることは，独立後最も経済自由化を推進したはずのラジーブ政権
下で，ネルー時代を上回るほどの公共投資に大きく依存した成長戦略が採
用されたという事実である(21)。つまり８０年代マクロ経済不均衡の実体的
な主要因は，公共投資の低生産性およびその振り向け先工業分野の変化に
見いだせるということになろう。
3０ 
3．過去の経験との比較
本節では，今回の一連の経済改革プログラムを，国際機関（ＩＭＦ・世
界銀行）への緊急援助資金に大きく依存しながら経済改革（自由化）を実
行した過去の経験と比較検討する。
インドの経済自由化措置は，統制の強化によって危機を乗り切ろうとし
た６９年～73年を例外として，経済危機に陥るたびに，それへの対応策と
して打ち出されてきたという特徴をもつ。また経済危機に陥るたびに，最
後の手段として世界銀行あるいはＩＭＦへの借款に依存してきたという特
徴をもっている。
インドは過去に６６年と８１年の２度にわたって国際機関（ＩＭＦ・世界
銀行）への大規模な緊急援助資金に依存した経験がある。第一次石油危機
後の1974～７５年にもインドはＩＭＦの借款に依存した。しかしこの時の
引出し額はゴールド・トランシュから３億1,100万ＳＤＲ，ファースト・
クレジット・トランシュから２億ＳＤＲ，オイル・ファシリティから２億
100万ＳＤＲにすぎなかった。これらはいずれもロー・コンディショナリ
ティ借款である。のみならず農業生産の大幅な改善によって経済は短期間
のうちに回復軌道に乗り，経常勘定は76年度から７９年度にかけて黒字を
維持しつづけた(22)。したがってここでは６６年と８１年の経済自由化との
比較を行うことにする。
(1)６６年の経済自由化との比較
６０年代中葉，インドは独立後最悪の政治経済危機を迎えた。パキスタ
ンとの国境紛争が再燃し，２年間にわたって深刻な旱越に見舞われ，第３
次五ヵ年計画が終了したものの第４次五ヵ年計画の見通しがたたず，３年
間にもわたって年次計画（いわゆるプラン・ホリデイ）で急場をしのがざ
るをえなくなった。のみならずこれ以降ほぼ１０年間インド経済は長期に
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わたる停滞を経験することになった(23)。
６０年代中葉の政治経済危機は，外国援助の受け入れを前提にしたネ
ルー時代に形成された公共部門主導・重工業投資偏重・輸入代替中心の政
策体系(インド・モデル)が資源不足による財政危機という内的論理によっ
て破綻したことを告げるものであり，その破綻が工業停滞・食糧不足・国
際収支の悪化（外貨不足）・インフレの昂進としてあらわれたものである。
インド政府は世界銀行からの借款に依存してこの政治経済危機を乗り切ろ
うとした。
世界銀行は借款供与の見返りに経済自由化を要求した。その結果６６年
６月にルピーは55.5％切り下げられ（ＵＳ＄１＝Ｒｓ,４．５０からＵＳ＄１＝
Rs､７．５０に)，また相前後して製造ライセンス品目の規制緩和，輸出
補助金の削減，輸入関税の引き下げを含む一連の自由化措置が採用
された。世界銀行はベル・ミッションを通じて第４次五ヵ年計画の
終了時点までに年間約１５億ドルの援助を供与することを非公式に約
束していたが，パキスタンとの関係悪化を理由にアメリカは対印援
助を打ち切り，上記の約束は反古にされた(24)。
６６年と今回との相違は多々ある。一つは６６年では６５年に引続き２年
越しの旱魅に見舞われたのに対し，今回は好調な農業生産が続いていると
いう利点がある。また一つには６６年には当時最大の援助国であったアメ
リカからの援助が打ち切られたのに対し，今回は最大の援助国である日本
が援助供与意図を明確にしているという利点がある(25)。そもそも今日に
至るまでのアメリカとＩＭＦ・世界銀行等の国際機関に対するインドの異
常なまでの心理的反発は６６年の歴史的経験に根ざしているものである。
アメリカの援助は「政治的」であり，またＩＭＦ・世界銀行はアメリカの
手先であり，こうした機関からの援助に依存することは即インドの主権侵
害であるという通念が生み出された。
また６６年当時と比較すると現在ではインドの経済規模は比較になら
ないほど大きくなっており，また産業構造。輸出構造も大きく多様化して
3２ 
いることは言うまでもない。とくにマクロ的観点から重視すべきは７０年
代後半以降，粗貯蓄率がＧＤＰの２０％を越えているという事実であり，
その意味では貯蓄が成長の主要制約要因であった６０年代中葉とは事態は
大きく異なっている(26)。
６６年と比較すれば好材料は多いと判断できる。
(2)８１年の経済自由化との比較
1979年から始まった経済危機（第二次石油危機の影響，旱魅による農
業生産の低下，国際収支の悪化，インフレの激化，石炭・鉄道・鉄鋼諸部
門間での悪循環の顕在化）の中でジャナタ党政権は自己崩壊し，８０年１
月の総選挙でインディラ・ガンジーが「奇跡的に」政権に返り咲いた。イ
ンディラは一方では政治的規制を強化することによって，他方では財閥資
本に対する規制を緩和することによって，またＩＭＦの拡大融資ファシリ
テイ（EFF）からの５０億ＳＤＲにのぼる巨額の借款に依存することに
よって，この経済危機を乗りきろうとした。インドの経済自由化が本格化
したのはこの時からであり，それはＩＭＦが融資を行うにあたって要求す
る政策変更条件（コンディショナリティ）を満たすための一環であった。
産業政策と貿易政策の面で様々な規制緩和措置が明らかにされた。８２
年10月にはわが国の鈴木自動車工業が国営のマルチ・ウドヨグ社と合弁
契約を結び，長い間外資の参入が閉ざされてきた自動車業界にも新風が吹
き始めた。しかし「マルチ乗用車革命」は一個の例外的なショー・ウイン
ドウにすぎなかった。全体として見るならば外資の参入に対してインドは
依然として固く扉を閉ざしたままであった(27)。
８１年と比較した場合の決定的な相違点は２点ある。第１は，今回の自
由化プログラムははるかに広範囲に及びかつラディカルであることであ
る。とくに今回の経済改革プログラムには外資導入優遇策が積極的に盛り
込まれた他，ライセンス規制による産業政策の原則的放棄，輸出補助金の
廃止と肥料補助金の削減といった「インド・モデル」の骨格を成してきた
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様々なシステム改革が打ち出された。
第２の相違は，８１年の際には明白な為替レートの切り下げは行われな
かったのに対し，今回は２０％近い切り下げが行われ，また引続き一部と
はいえルピーの交換』性が回復され，安定化政策実行への意図が明白に打ち
出されたことである。これは最近のＩＭＦ＝世銀の構造調整借款に伴うコ
ンディショナリティの考え－すなわち安定化（デフレ的需要管理政策と
為替レートの切り下げ実施によるインフレの収束および財政赤字と国際収
支赤字の削減）が先立ち，あるいは安定化と並行して構造調整（経済自由
化を基調とする供給サイドの諸制度改革）が来る，あるいは「経済の効率
を改善するために短期の安定化と長期の構造変化を結びつける｣(28)という
考え－により忠実な改革プログラムである。
4．構造調整プログラムをめぐる主要論点
本節の課題は構造調整プログラムの実施に伴って生じたあるいは生じる
であろう経済問題を検討し，構造調整プログラム成功のための諸条件を素
描することである。
(1)インフレーションの原因とスタグフレーションの可能'性
事の成否は，短期的には，インフレをどの程度抑制できるのかという点
にかかっている。財政赤字の削減は石油・肥料等の管理価格の引き上げお
よび間接税の引き上げ措置とセットになっており，こうした諸措置によっ
て生じるコストプッシュ・インフレと赤字財政インフレとはトレード・オ
フの関係にある(29)。また為替レートの切り下げに伴って輸入インフレが
生じる可能性もある。他方でインフレ抑制策として財政支出が削減される
ならば，スタグフレーションの可能性が生じる(30)。
いずれにしても物価の安定は供給サイドの構造改革を成功に導くための
前提条件である。
3４ 
(2)為替レート切り下げの効果と貿易改革
為替レート切り下げがインドの純外貨獲得能力にどの程度の効果をもた
らすのかという点も決定的に重要である。為替レート切り下げの効果は一
時的なものである。また輸出品の輸入依存度が高い場合には，為替レート
の切り下げがただちに貿易収支の改善につながるわけではない。これまで
にも折に振れてインド貿易に関して「弾力性ペシミズム」論が議論されて
きた(３１１。
８０年代において為替レートは大きく減価し，輸出は大きく伸びた。し
かし貿易収支赤字は減少せず，輸入増加のため逆に増加した。インドの主
要輸入製品は資本財，原油，鉄鋼である。これらはすべて輸出指向産業に
対する投入財である。
いずれにしても貿易改革をはじめとして中期的に思い切った経済システ
ムの改革が成功し，インド製品の国際競争力が大幅に改善しないかぎり，
貿易収支の改善は望めない。８０年代後半にルピーは７０％以上も切り下げ
られたのに，貿易収支赤字はかえって拡大したという事実は深刻である。
貿易収支が改善しなければ将来の債務返済能力に支障をきたし「ＩＭＦの
外圧に屈した」ことに対する批判がわきあがるであろう。
(3)直接投資の展望
国際収支赤字対策のもう一つの有力な鍵を握る動向は，どの程度外国か
らの直接投資を引き付けることができるのか，また先進諸国企業からの技
術移転がどの程度進展するのかという問題である。外資５１％までの自動
認可を始めとする新産業政策の実行は，従来の統制的システムと比較する
と外資にとってはまちがいなく魅力的な措置であるが，他のアジア諸国
(とくに膨大な潜在的国内１１丁場を有し，また低賃金の優位をいまだ保持し
ている中国,インドネシア,あるいは近い将来成長が見込まれるベトナム）
と比較した時に，はたしてどの程度魅力的であろうか？今後インフラの
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整備，労働力の質の向上が鍵となろう。
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(4)赤字公企業の閉鎖と行政改革の実行可能性
すでに検討したように８０年代に入っての財政赤字拡大とマクロ経済不
均衡拡大の主要因が公企業の低収益および低生産性，あるいは政府部門の
負の貯蓄にあることは明らかである。これまでにも何度にもわたって財政
再建のためには公企業改革，民営化および行政改革が不可欠であると論じ
られてきた。しかしその実行面での進展はほとんど見られなかった(32)。
ラオ政権下では赤字公企業の閉鎖案が提出された。この案は赤字公企業
を閉鎖し，対象となる労働者の利益を守るためのセーフティ・ネットとし
て「国家復興基金」を設立するというものである。世界銀行は国家復興基
金のために４億ドルを融資することを承認した。問題は閉鎖の対象となる
公企業労働者の既得権益をどこまで打破できるのか，という点にある。行
政改革も同様の問題を抱えている。どこまで既得権益化した官僚と政治家
の壁を打ち破ることができるのかという点に構造調整成功の一つの大きな
鍵がある。これが可能にならない限り，大幅な自由化・開放化措置にもか
かわらず，依然として行政レヴェルでアドホックな介入システムが残存
し，その結果民間企業のレント・シークング活動が継続し，効率的な介入
システムの形成は困難となろう。
(5)新中間層の問題
ラジーブ・ガンジー政権による耐久消費財主導の自由化政策の採用に
よって，インドにおいてもコンシューマリズムが急速に浸透した。いわゆ
る中間層と呼ばれる，所得水準が向上し消費需要に目覚めた階層が都市だ
けでなく農村にも大量に輩出した。その数は人口の１０％とも２０％とも推
測されている。インド応用経済研究所(TheNationalCouncilofApplied
EconomicResearch:ＮＣＡＥＲ）が行った1986～90年の４年間に及ぶ家
計消費サーベイによると中位所得層，上中位所得層，上位所得層に属する
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家計数は2,020万戸（約’億人)，低中位所得層に属する家計数は3,800
万戸，低所得層に属する家計数は8,400万戸である(33)。
ダントワラ教授は「現在の経済危機よりも労働倫理に影響を及ぼしてい
る「永続的危機』のほうが深刻であり｣，「現在では経済規律が弛緩した結
果，どの利益集団も負担を負おうとせず，自己規律がなくなっている」と
警告を発している(3ｲ)・人々の欲望をどこまで押さえることができるの
か？構造調整の負担を誰が引き受けるのか？政権の安定性にかかわる
問題だけに深刻である(35)。
(6)貧困対策
結局，安定化と構造調整のコストが組織力をもたない貧困層の肩に大き
くのしかかる可能性はきわめて大きい。問題は厳しい財政状況の下で貧困
層に対して十分な予算手当ができるのかどうか，という点にある。シン蔵
相のいう｢人間の顔をした調整｣は実質的にどの程度実行可能であろうか？
貧困層にターゲットをしぼった大規模な雇用促進プログラムが不可欠とな
ろう。
5．構造調整プログラムと長期開発戦略との関係
最後に残された問題は短中期の構造調整プログラムの遂行と長期の開発
戦略との関係である。この問題を考える手がかりとして，ここでは２つの
論文を紹介するにとどめたい。一つはインド経済の「成長制約要因」につ
いてのプロナブ・センの議論である。もう一つはスカモイ・チャクラヴァ
ルティによって指摘された「初期条件」に関する議論である。
プロナブ・センは「成長の諸理論と開発戦略一インドの経験からの教
訓」と題する論文で，「インド経済成長の制約要因」論を展開した(36)。セ
ン論文は「発展途上国の政策形成は，たとえ短期のショックに備えるもの
であっても，長期の帰結がどうなるかという認識に基づいたものでなけれ
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ばならない」という問題意識の下で書かれたものである。「インドの過去
３０年間の経済史は，もし適切に分析されるならば，成長への制約要因が
様々な外的ショックに対応してだけでなく，開発戦略と短期のマクロ経済
運営政策に対応しても，どのように変化しうるかを示す興味深い事例であ
る」というのが分析の視点である。彼の議論の要点は以下のようなもので
ある。
①ネルーーマハラノビス時代には成長にとって必要な条件は資本蓄積
だけであると信じられていた。理論的な支えとなったものはハロツ
ドードーマー・モデルである。したがって成長の主要制約要因は投資
可能資源あるいは貯蓄であるとされた。しかしインドの計画立案者は
ソ連の経験を利用してさらに議論を進め，貯蓄率も限界資本係数も外
的に与えられるパラメーターとして処理されるべきものではないと考
えた。したがって，いわゆる「フェリドマンーマハラノビス」成長モ
デルでは貯蓄率を高めるものとして，重工業の役割が強調されること
になった。
のみならず外貨不足もまた深刻な問題であると認識され，成長のパ
ターンは外国資本の巨額の流入がなくても維持できるようなものでな
ければならないと考えられた。インドの計画立案者たちが，1960年
代中葉の成長理論を風塵したツーギャップ・モデルの先駆者であった
ことは疑いがない。
さらに具体的な現実が考慮された。インドの輸出可能財は輸入必要
額をまかなうほど十分速やかに生産増加をもたらすようなものではな
いと考えられた。また新しく設立される産業は，少なくともかなりの
学習課程の経験をつまないかぎり，大幅に輸出を伸ばすことはできな
いと考えられた。さらにまた発展と成長は地域的にバランスのとれた
ものでなければならないと考えられた。かくして高保護下での輸入代
替戦略が生み出されたのであった。
貯蓄が成長の制約要因であるという認識を前提にすると，開発戦略
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の目的は利用可能な投資資源を最も生産的に利用することであり，し
かも地域的に拡散した方法でそれを行うことであるとされた。かくし
て工業ライセンス制という行政システムが生み出されたのである。こ
の制度の目的は部門ごとのおよび地域ごとの生産能力の配分メカニズ
ムを確立することであった。
重工業化戦l塔および工業の地域分散の必要'性は民間部|]']のイニシア
チブだけでは実行不可能である。この事実と「社会主義的」開発形態
へのイデオロギー的な欲求のために，工業成長における公共部門の役
割が強調されることになった。
したがってこの時期の開発戦略は経済学的な至上命令だけから生み
出されたものではなく，政治的・社会的なイデオロギーと行政の必要
性からも生み出されたものである。この戦略が大変にうまく機能した
ことは疑う余地がない。
②以上の時期の経済パフォーマンスは目ざましいものであったので，
農業部門の成長率（2.6％）が人口成長率（2.4％）よりもほんのわず
かしか上回らなかったという事実は忘れられてしまった。その結果，
成長に対する貯蓄制約は確実かつかなり急速に緩和されたが，成長に
対する農業の制約がより大きくなった。
1965～66年の飢饅と６５年のインド・パキスタン戦争の後，援助に
頼ることはできず，どんな犠牲を払っても食糧の自給が達成されるべ
きであるということがわかった。その結果農業成長にますます重点が
移り，「緑の革命」が広がった。
緑の革命はある程度まで効果があがったが，成長率には顕著な影響
は及ばなかった。輸入代替戦略への過度の依存のために政策の枠組は
大きく変化することなく，輸出は増加したけれども外貨増加分は工業
用の資本財と中間財の輸入にあてられつづけた。
③農業生産の失敗と第一次石油危機という二重のショックに遭遇した
1973～74年に，成長制約要因に関する認識と実際の制約要因とのミ
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スマッチによるマイナスの影響が現れた。政府はこうしたショックに
過剰反応し，多くの厳しい需要抑制的な安定化手段を制度化した。こ
うした安定化政策はオーソドックスなＩＭＦタイプのものであり，貯
蓄制約経済には妥当性があるが,農業制約絲済には妥当性がなかった。
その結果，第１に消費が非農業生産物にシフトし，農業財に対する
需要の所得弾力性が低-Fした。第２に貯蓄率が急速に高まった。外貨
不足もまた問題ではなくなった。
この時期のインド経済が，供給側の制約ではなく需要側の制約を受
けていたという結論は避け難い。ライセンス制度の硬直性が70年代中
葉における成長の機会を逸しまた巨大な闇経済を生み出した主原因
であることは疑う余地がない。
④次の画期は，第二次石油危機とそれに続いて世界不況が生じた１９７９
～80年である。この時期，外貨制約が作用していることが明らかに
なった。
石油危機とそれによって生じた国際収支困難にもかかわらず，政府
は需要抑制措置を採用せず，赤字金融措置に依存した。その結果７０
年代に生じていた構造転換は進行を阻まれてしまった。７０年代に経
験した貯蓄率の急上昇もまた反転してしまった。
公共投資の増加は過度ではあったが方向は正しかった。しかし７９
年以降の，とりわけ８４年以降の輸入口由化についてはそうは言えな
い。７０年代における所得再分配の受益者一都市資本家，資本家,台
頭しつつある工業および農業中産階層一は，かつては制限されてい
た資本財，中間財の流人なしには実現できない消費パターンを要求し
た。自由化はこうしたグループの圧力，また－部は国際援助機関の圧
力の結果であった。
外貨制約という観点から見るならば，適切な反応は輸出努力を大幅
に引き上げ，不必要な輸入を極力削減することでなければならなかっ
たが，自由化の影響はまったく逆であった。'三|内生産物の輸入依存度
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は，1968年から８０年にかけてほとんど変動がなかったが，1980年か
ら８９年にかけて50％以上も上昇した。輸入代替は以前よりも一層魅
力的になった。輸入代替業者の実効保護率は輸出業者の２倍以上に
なった。
その結果，経常消費をまかなうために外国資本市場への借款依存が
高まっただけでなく，外貨制約と貯蓄制約とのギャップが増大した。
つまり需要の安定を維持するために，政府支出はますます増加せざる
を得なくなったのである。
1989年までにこのプロセスは完成した。８９年のインドの成長制約
は外貨ではなく，財政赤字となった。
⑤現在ではもはや貯蓄が成長の制約ではないという事実は，次のよう
なインプリケーションをもっている。（a)生産能力の重複とその他の形
態の無駄を避けるために，国内の投資可能資源の使用を制限しその方
向を規制する政策措置は不必要なだけでなく，反生産的である。それ
は国内の競争を圧殺するだけでなく，利用可能な機会を逸することに
なる。産業ライセンス制度を完全に放棄することが必要である。（b)貯
蓄率を高めるために反著侈的および重工業化アプローチを採用するこ
とは，今日では適切ではない。より重要なことは現在の所得分配と輸
出可能性によってもたらされた需要パターンに見合うような生産構造
を確保することである。これは不正確な需要予測によるよりも市場の
諸力によってよりよく達成されうる。（c)経済成長率はその他の制約要
因によって制約されているので，一般的な総需要問題とそれによって
生じる経済不安定の危険は常に存在する。
センの議論はインド経済の成長制約要因を長期的な視野から検討したも
のであり，その主要な制約要因が1950年代から８０年代にかけて，貯蓄制
約（貯蓄不足)→農業制約（食糧不足)→外貨制約（外貨不足)→財政制約
(財政赤字）と変化してきたと主張するものである。とりわけ全般的な貯
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蓄不足がもはや存在しない状況ではライセンスによる産業規制は反生産的
であり，市場メカニズムに立脚したマクロ経済運営が必要である点を強調
している。彼の議論は７０年代後半からインド国内で多くの参加者を伴っ
た一連の論争一工業停滞論争および経済自由化論争一のマクロ経済モ
デルを踏まえた－つの決着点として評価することができよう(37)。
次にチャクラヴァルティの「南アジアにおける開発の経験」と題する論
文をとりあげたい(38)。彼は，東アジアＮＩＣＳの経験は「国家介入が果た
した大きな役割と特殊な初期条件の果たした役割」のために￣般化できな
いとした上で，南アジア諸国でもまた開発プロセスにおいて国家のイニシ
アチブが決定的な役割を果たしたことに注意を向け，以下のような議論を
展開している。
①南アジア経済に非効率が存在することは疑う余地はないが，非効率
な資源利用が緩慢な工業化の唯一の原因ではない。とくにインドにお
ける問題は，資源ベースを拡大しようとする努力と資源利用の効率を
確保する必要性との間の緊張から生じている。例えば1970年代後半
までにインドの国内貯蓄率はかなりの水準にまで達したが，それに見
合うだけの成長の加速は見られなかった。効率と成長は必ずしも歩調
を共にするわけではない。適切な制度的な推進力と変化が必要であ
り，開発戦略の一部に組み込まれなければならない。翻ってこれは特
定の国の社会的反応に依存しているのである。
したがって開発プロセスは単に「市場の失敗」パラダイムあるいは
「成長段階」アプローチ，あるいはまた「外向的一内向的」工業化戦
略という観点だけからでは評価することはできないし，概念化するこ
とすらできない。様々な国で作用している構造的，文化的，社会政治
的な制約要因を考慮に入れた開発経験の総体を見なければならない。
②南アジア諸国における主要問題の一つは貧困の持続である。初期の
開発政策においては貧困の撲滅は経済成長（物的資本形成）に依存し
ていると論じられ，また成長の利益はやがて貧しい者を含む社会全体
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に「トリックル・ダウン」すると信じられていた。この考えに対して
は３つのコメントがある。（a)「トリックル・ダウン」効果が社会の全
ての層に及ぶであろうとする仮定は，空間的にも社会的にも人々の間
に相当程度の同質性と移動性があるということを意味している。しか
しこの仮定は南アジア諸国では明らかに妥当しない。（b)人的資本形成
によって補完されないならば，物的資本形成の増加だけでは急速な経
済成長をもたらすものにはならない。人的資本形成は急速な人口増加
を経験している南アジア諸国ではますます重要である。（c)貧民の消費
を増加させるような公共政策は平等と成長の双方を同時に促進する。
基礎教育，技能伝達，栄養，健康と医療設備への公共支出は貧民に対
して直接的な消費利益を提供するものであるが，さらに重要なことは
彼らの生産能力を高め，そのことによって成長への貢献を高める人的
資本への投資である。（｡)少なくとも南アジア諸国では，貧困と人口増
加とは密接に関連している。健康と医療設備の拡張，識字率と教育水
準の改善といった人的資本を構成する諸要素の発展は貧困を低下させ
るだけでなく，長期的には生殖率を引き下げることによって人口増加
を低下させることができる。
③南アジア諸国はほとんど同時に３つの決定的に重要な転換に着手し
なければならない。すなわち人口転換，農業転換，そして工業社会に
向かっての転換である。南アジア諸国間における初期条件の違いは，
こうした諸転換と経済成長のパターンに影響を与えそうである。
南アジア諸国は自国の資源賦存に見合った工業化戦略を発展させな
ければならない。その戦略は食品，繊維，皮革製品，およびその他の
農業基盤工業といった基礎消費財工業の急速な発展をより強調すべき
である。他方耐久消費財の発展に基礎を置く工業化は現存の所得分配
を悪化させるだけである。
④南アジア諸国には農村に居を構え，おもに農業に依存している多く
の労働力が存在する。たとえ労働集約的な工業化が遂行されたとして
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も，農業部門の余剰労働力が農業以外の職につけるスピードには限界
があるので，南アジア諸国は少なくともあと数十年間は余剰農業労働
の重荷を背負わなければならないことは明らかである。すでに厳しい
土地制約が働いていることを考えると，土地集約的かつ労働集約的な
農業戦略を立案することがますます重要である。
⑤様々な理由によって，南アジア諸国の開発プロセスにおいて公共部
門は重要な役割を果たし続けるであろう。その理由というのは，（a)南
アジア諸国は依然として電力，運輸，通信といったインフラ設備が不
十分であるというハンディキャップを負っている。こうした分野に民
間部門は参入したがらない。（b)これらの諸国は近年経済政策の自由化
を進めている。こうした政策採用にあたっては，市場諸力の自由な運
動が効率的な資源配分をもたらすであろうと前提されている。しかし
信用，労働，技術の不完全な市場を所与とすると，これらの諸国の市
場が正しい価格シグナルを提供するであろうと考えることはできな
い。市場の不完全'性によって引き起こされた歪みを克服するためだけ
にも，国家の介入は必要である。
⑥資源の制約と高い人口圧力のある南アジア諸国では，エネルギー，
鉱産物，森林，およびその他の自然資源の集約的利用を巻き込んだ先
進諸国の工業化と都市化一これは過剰消費社会の必要を満足させる
ものであり，また様々な生態的な問題を創り出した－を模倣すべき
ではない。南アジア諸国は持続可能な成長を許容するような生態的な
バランスのとれた，自国の資源賦存に見合った工業化を推進すべきで
ある。先進工業国ですら規制の解かれた市場メカニズムでは持続可能
な成長は不可能である。
チャクラヴァルティ論文は，永年にわたる彼の構想と情熱が凝集した珠
玉の小品である(39)。石川［1990］の表現を借りるならば,彼の立論は「経
済計画化にﾌﾟこいする並々ならぬ愛着と経済自由化に対する留保つきの受け
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入れ姿勢が反映」したものである。プロナブ・セン論文が長期的・歴史
的・マクロ経済的な視点から市場メカニズムの導入による競争と効率の改
善を目指す構造調整プログラム（経済自由化）が必要不可欠であると判断
したのに対し，チャクラヴァルティ論文は構造的・初期条件的・社会経済
学的な視点から市場メカニズムは南アジア諸国では十分に機能せず，した
がって無節操な経済自由化は所得と富の偏在を強化するだけで，成長の成
果は貧民にまで浸透しないと論じたものである。両論文ではほとんど対極
からの政策提言が行われているものと見なすことができる。短中期の安定
化・構造調整プログラムの遂行にあたっては，それらがもたらすであろう
諸結果を判断するには,センの主張するように長期的な視野が必要であり，
またチャクラヴァルティが主張するように各国民経済の構造的な特性を無
視することができないという問題提起は,それぞれまことに説得的である。
最大の論点はインドにおける市場メカニズムとはどういうものであり，ど
ういう条件が備わったときにそれは十分に機能し，またその限界はどこに
あるのかということになろう。
近年の開発経済学の諸議論が明らかにしてきたように，「経済自由化」
は決して「自由放任」体制への移行を意味するものではないOIO)。インド
の経済自由化の是非をめぐる議論においてもこの点に関しては，自由化賛
成論者も反対論者も見解は一致しているように思われる(４１)。一言で言え
ば，経済自由化の目標は市場のもつ効率を引き出すようなあるいは「市場
の不完全性によって引き起こされた歪みを克服する」ような効率的な介入
システムへの移行にあるものと思われる。問題は市場のもつ効率を引き出
すようなあるいは「市場の不完全性によって引き起こされた歪みを克服す
る」ような効率的な介入システムとはどのようなものであり，どのように
すればそうした効率的な介入システムを形成することができるのか,とい
う点にある(42)。スリニヴァサンは，インドの様々な規制体系の決定的な
問題点はそれらが「ルールに基づいた自動的なものではなく，本質的に諮
意的なもの」であることにあると指摘し，「まずなすべきことは，諮意的
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な管理システムから市場とリンクした財政に基づく管理システムへの移行
である｣(43)と論じている。
計画化あるいは国家介入が大きな欠陥をもっているように，市場メカニ
ズムもまた完全というにはほど遠いシステムである。世界銀行副総裁の
ローレンス・サマーズは政府の介入を最小限にとどめる｢市場機能補完型」
モデルと大幅に認める「開発国家型」モデルーあるいは「見えざる手」
と「導きの手｣－の優劣をめぐる論争が今後世界各国の経済運営をめぐ
る大きな焦点となるであろうと論じている(M)。ただしこの論争は国家介入の
量をめぐるものだけにとどまらず，むしろ主要には国家介入の質をめぐるも
のになるであろう。
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(1)ＧＯＩ［1991]，pl56o 
(2)これに先だって1990年６月～９月にかけてインド政府はＩＭＦのファース
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照。最近の議論については,Bagch［1990]；ＪＧｈｏｓｈ［1990]；Manｉ［1991]；
Vyasulu,ｅｔａＺ．［1991]。
(３Ｄ絵所[1991Ｂ]。
(33）Ｔ比ECO"omicTmzes，1991.7.22.ＮＣＡＥＲが用いたそれぞれの年間所
得基準は，調査時点で次のようなものである。上位所得層：56,000ルピー超，
中上位所得層：40,001-56,000ルピー，中位所得層：25,001-40,000ルピー，
低中位所得層：12,501-25,000ルピー，低所得層：12,500ルピーまで。
MDantwala［1991]・
㈱Bhattacharya［1991]。
(36）ｓｅｎ［1991]。この発想はランス・テーラーによって支持された（Taylor
［1988Ａ]；Taylor［1988Ｂ])。さらに彼らの発想の源流はアビジット・セン
にまで遡ることができると言及されている（AbhijitSen，ＴｈｅＡｇ７ｍα〃Ｃｂ"
stramttoEbonomicDeueZOpme"t・・ＴｈｅＣｈｓｅｑ/I"｡iα,1981,unpublished
Phndissertation)。
(W）これらの論争については，絵所[1991Ａ］を参照されたい。
G8）Chakravarty［1988]。
(39）この論文で示された基本的な考えはすでにChakravarty［1987］で展開さ
れている。石川［1990]第７章補論に収められた書評論文をも参照されたい。
Ⅲ絵所[1991Ａ］参照。
(41）この点に関しては自由化に賛成する論者も反対する論者も意見は一致してい
る。例えば，Srinivasan［1991Ａ］：Ghosh［1991]。
⑰絵所［1991Ａ］第１章；WorldＢａｎｋ［1991］Chapter7o
QDSrinivasan［1991Ｂ]。
Ⅲサマース［1992]。
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5１ 
付表１実質経済成長率の推移（要素費用表示のＧＮＰの年間複利成長率：％，
1980-81年度価格）
第１次計画期（1951-56） 3.7 ２３
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第２次計画期（1956-61） 4.1 
第３次計画期（1961-66） 2.7 
3年間の年次計画期（1966-69） ２．４ 
第４次計画期（1969-74） 3.4 
第５次計画期（1974-79） 5.0 
年次計画期（1979-80）
第６次計画期（1980-85）
－４．９ 
５．５ 
第７次計画期（1985-90） 5.6 
年次計画（1990-91） 5.0 
出所：ＧＯＬＥｃｏ"omjcSu7ueyI990-90，ｐ・Ｓ－４
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付表２投資・貯蓄ギャップ（ＧＤＰ比）
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注：＊誤差脱漏を含むため(8)は(2)と(5)の合計とは一致しない。
出所：ＧＯＬＥｂｏ"ｏｍｊｃＳｕ｢ueyI990-9I，ｐｐ.Ｓ-8～S-９
インドの構造調整プログラムー若干の論点５３
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5４ 
付表４外貨準備／輸入比率および外貨準備／ＧＤＰ
比率（％）
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